
＼あの企業や団体と強力タッグ！／

－令和５年度取組事例－

新潟県の
包括連携協定



包括連携協定の概要

● 地域の課題解決や県民サービスの向上等に向けて、幅広い分野において、県又は民間企業等の資源

を有効に活用しながら、相互に連携し、又は協力することについて、民間企業等と協定を締結するもの

です。

● 新潟県では、小売、メーカー、金融といった様々な業種の企業や国立大学法人など、幅広い分野・業種

の企業・団体等と包括連携協定を締結しています。

＜締結協定数＞ 28本 ＜締結相手方＞ 28社（団体等）

（令和６年４月１日現在）
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包括連携協定一覧（令和６年４月１日現在）

No 締結日 締結相手方 連携、協力事項

1 H20.8.21 株式会社セブン－イレブン・

ジャパン

１ 地産地消および県オリジナル商品の販売・キャンペーン実施に関すること

２ 県産農林水産物、加工品、工芸品の販売に関すること

３ 健康増進・食育に関すること

４ 高齢者支援に関すること

５ 子供・青少年育成に関すること

６ 観光情報・振興に関すること

７ 環境問題対策に関すること

８ 地域・暮らしの安全・安心に関すること

９ 災害対策に関すること

10 その他、地域社会の活性化・住民サービスの向上に関すること

2 H20.9.9 国立大学法人新潟大学 １ 知的資源、人的資源及び物的資源の活用に関すること

２ 共同で実施する事業の企画、調整及び推進に関すること

３ その他目的を達成するために必要な事項に関すること

3 H21.9.24 株式会社ローソン １ 県産品の販売促進に関すること

２ 電気自動車等の普及促進に関すること

３ 健康増進・食育に関すること

４ 高齢者・障害者支援に関すること

５ 子ども・青少年育成に関すること

６ 子育て支援に関すること

７ 環境保全に関すること

８ 地域・暮らしの安全・安心に関すること

９ 災害対策に関すること

10 観光情報・振興に関すること

11 NPO・ボランティア活動支援に関すること

12 その他、地域社会の活性化・住民サービスの向上に関すること

4 H22.5.14 株式会社ファミリーマート １ 県産オリジナル商品の開発・販売に関すること

２ 健康増進・食育に関すること

３ 県政情報の発信に関すること

４ 観光情報・振興に関すること

５ 高齢者・障害者支援に関すること

６ 災害時の支援協力に関すること

７ 地域の安全・安心に関すること

８ 子ども・青少年育成に関すること

９ 環境対策・リサイクルに関すること

10 その他、地域社会の活性化・住民サービスの向上に関すること

5 H23.6.9 株式会社イオン １ 地産地消と新潟県産品の販路拡大に関すること

２ 新潟県におけるカーボンオフセットの取組の推進に関すること

３ ICカードを活用した朱鷺保護等、新潟県の環境保全対策の推進に関すること

４ 環境保全に関すること

５ 災害対策に関すること

６ 高齢者・障害者の支援に関すること

７ 子ども・青少年の育成に関すること

８ 健康増進・食育に関すること

９ 観光の振興に関すること

10 県政情報の発信に関すること

11 その他、地域社会の活性化・住民サービスの向上に関すること

6 H24.2.2 東日本高速道路株式会社 １ イベント・広報等の相互協力を通じた観光振興と高速道路の利用促進

２ 相互協力によるＳＡ・ＰＡ等の利用促進と新潟県産品の消費拡大

３ 相互協力による安心・安全の確保

４ 相互協力による環境対策・保全

５ 技術提携

7 H28.1.8 株式会社第四北越銀行 １ 産業振興・雇用創出・交流拡大に関すること

２ 子育て支援・人づくりに関すること

３ 暮らしやすさ・定住促進に関すること

４ その他の地方創生の推進に関すること



No 締結日 締結相手方 連携、協力事項

8 H28.1.8 株式会社大光銀行 １ 産業振興・雇用創出・交流拡大に関すること

２ 子育て支援・人づくりに関すること

３ 暮らしやすさ・定住促進に関すること

４ その他の地方創生の推進に関すること

9 H28.3.30 長岡移動電話システム株式会社 １ 建設産業の担い手確保に関すること ２ 災害時の情報提供、緊急放送

10 H29.4.29 イオンリテール株式会社

北陸信越カンパニー

１ 地域の安全安心に関すること

２ 犯罪被害の防止に関すること

３ 少年の非行防止に関すること

４ 犯罪の起きにくい社会づくりの推進に関すること

５ 交通事故防止に関すること

６ 事件事故発生時の避難誘導等に関すること

７ 災害対策に関すること

８ テロ対策に関すること

９ その他警察活動の広報に関すること

11 H30.9.3 ゆきぐに信用組合
（旧塩沢信用組合）

１ 子供の安心・安全の強化に関すること

２ 高齢者の交通事故防止に関すること

３ 地域の安全・安心に関すること

４ 犯罪の起きにくい社会の推進に関すること

５ その他、目的を達成するために必要なこと

12 H30.9.4 日本郵便株式会社 １ 地域・暮らしの安全・安心に関すること

２ 災害対策に関すること

３ 産業振興・雇用創出に関すること

４ その他県民サービスの向上、地域の活性化等を図るための施策に関すること

13 H31.2.6 東北電力株式会社 １ 防災・防犯に関すること

２ 健康・暮らしに関すること

３ 観光・拠点に関すること

４ エネルギー・産業振興・人口増に関すること

５ 学び・次世代に関すること

14 R2.12.24 ZVC JAPAN 株式会社 １ 地域社会経済の活性化および県民サービス向上に関すること

15 R3.1.21 国立大学法人長岡技術科学大学 １ 防災及び減災に関する地域及び企業の課題解決に資すること

２ 防災及び減災に関する地域産業の振興に資すること

３ 防災及び減災に関するSDGsの取り組みに資すること

４ 防災及び減災に関する教育及び人材育成に資すること

５ その他本協定の目的を達成するため、必要と認める事項

16 R3.1.27 新潟県社会保険労務士会 １ 働きやすい環境づくりに関すること

２ 適切な労務管理に関すること

３ 働き方改革の推進に関すること

４ 多様な働き方の推進に関すること

５ ワークルール教育の推進に関すること

６ 災害時等における労働相談業務の実施に関すること

17 R3.5.26 損害保険ジャパン株式会社 １ 地域の見守り活動に関すること

２ 防災・減災対策等に関すること

３ 交通安全に関すること

４ サイバーセキュリティ対策に関すること

５ 特殊詐欺をはじめとする各種犯罪対策に関すること

６ その他新潟県内における安全・安心に関すること

18 R3.6.10 JAグループ新潟 １ 農業の振興及び地産地消の推進

２ 地域及び暮らしの安全・安心の確保

３ 災害時支援

19 R3.7.27 あいおいニッセイ同和損害保険

株式会社

１ 地域・暮らしの安全・安心に関すること

２ 防災・災害対策に関すること

３ その他県民サービスの向上、地方創生等を図るための施策に関すること



No 締結日 締結相手方 連携、協力事項

20 R3.9.15 株式会社スノーピーク １ 観光及び産業の振興に関すること

２ 自然環境の保全や活用に関すること

３ 地域の安全・安心に関すること

４ その他前条の目的を達成するために必要な事項に関すること

21 R3.12.16 楽天グループ株式会社

株式会社第四北越フィナンシャル

グループ

１ 関係人口の創出に関すること

２ 県内事業者の販売力強化に関すること

３ 県内事業者のイノベーション促進に関すること

４ ふるさと納税の推進に関すること

５ 観光振興に関すること

６ その他新潟県の活性化に関すること

22 R4.1.12 日本生命保険相互会社 １ 健康増進・疾病予防に関すること

２ 地域の安全・安心に関すること

３ 高齢者支援に関すること

４ 文化・芸術・スポーツの振興に関すること

５ 女性活躍・働き方改革に関すること

６ 地域の活性化に関すること

７ 観光振興に関すること

８ 環境保全に関すること

９ その他、県民生活の向上に関すること

23 R4.6.22 三井住友海上火災保険株式会社 １ SDGsの推進に関すること

２ 災害対策及びリスクマネジメントに関すること

３ 地域産業の振興及び企業の経営支援に関すること

４ 環境対策の取組に関すること

５ 健康・福祉の増進に関すること

６ 地域・暮らしの安全・安心に関すること

７ 女性活躍・女性参画に関すること

８ 地方創生に関すること

24 R4.9.14 ＫＤＤＩ株式会社 １ 起業・創業の推進に関すること

２ 地域産業のDX推進に関すること

３ その他地域共創に資する取組に関すること

25 R5.1.6 第一生命保険株式会社 １ 健康増進・疾病予防に関すること

２ 地域の安全・安心に関すること

３ 高齢者支援に関すること

４ 文化・芸術・スポーツ振興に関すること

５ 女性活躍・働き方改革に関すること

６ 地域の活性化に関すること

７ 産業・観光振興に関すること

８ 環境保全に関すること

９ その他県民生活の向上に関すること

26 R5.1.27 東急株式会社 １ 地域経済の振興や関係人口の創出に関すること

27 R5.5.23 アマゾンウェブサービスジャパン

合同会社

１ 新潟県内スタートアップ企業の振興に関すること

２ 新潟県内産業のデジタル化推進に関すること

３ 新潟県内のデジタル人材の育成に関すること

４ 新潟県行政のデジタル化に関すること

28 R5.11.28 新潟綜合警備保障株式会社 １ 地域の安全・安心に関すること

２ 環境保全に関すること

３ 健康増進に関すること

４ 女性活躍推進に関すること

５ 文化・スポーツ振興に関すること

６ 産業・観光・空港振興に関すること



令和５年度

取組事例



新潟県産の農産品や米粉を使用した商品を県内約430店舗で販売

大口れんこんを使用した筑前煮、しるきーもを使用した大学芋や米粉を使用したホットケーキ等の商品を県内のセブン-イレブン店舗で

販売いただき、県産農林水産物や米粉の消費拡大にご協力いただきました。

株式会社 セブン－イレブン・ジャパン

【大口れんこんと車麩の筑前煮】 【チーズホイップで食べるしるきーもの大学芋】 【レンジでふんわりホットケーキ】



新潟をより魅力的な地域へと発展させる「新潟
大学共創イノベーションプロジェクト」を推進

経済科学部等の学生を対象に、県職員が「新潟
県の行財政」の各テーマについて全1４回講義

国立大学法人新潟大学

新潟大学が立ち上げた地域と大学の連携による取組「新潟大学共

創イノベーションプロジェクト」の一環として、産業界や自治体と

大学等の対話の場である「紡の会」が開催され、コメ、おいしさ、

地域医療等の６領域について、活発な意見交換が行われました。

県職員が講師となり、新潟県の行財政システムの仕組みや政策形

成過程、展開状況について講義を行い、各政策分野の取り組みにつ

いて学んでいただきました。



新潟米「新之助」を使用したおにぎりを全国の店舗で販売

新潟米「新之助」を使用したおにぎり（３品）を全国のローソン店舗で販売し、新潟米「新之助」のおいしさを発信していただきました。

※上記３品については現在は販売されておりません

株式会社 ローソン

【新之助 塩にぎり】【新之助 柚子香る味噌漬け焼鮭ほぐし】 【新之助 おにぎりセット】



食品関連事業者等に向けた食品ロス削減推進セミナーの講演を実施

食品ロス削減月間（10月）に県が主催する食品関連事業者向けのセミナーにて、食品ロス削減の啓発のために、食品ロス削減の取組について

ご講演いただきました。

株式会社ファミリーマート



県内外のイオン店舗で、新潟県産品の販売や
観光をPRする「新潟フェア」を開催

「にいがた朱鷺の森WAON」カードを発行し、
利用金額の一部を新潟県へ寄付

イオン株式会社

県内、北関東エリア

及び東海エリア(一部)の

イオン計153店舗にお

いて、新潟産の西洋梨

「ル レクチエ」や新潟

のブランド米「新之

助」などの販売や、観

光をPRするフェアを開

催し、本県の魅力を県

内外へ発信していただ

きました。

県内外のイオン各店及

びWAON加盟店で「にい

がた朱鷺の森WAON」

カードを発行。カードで

お買物いただいた金額の

一部を本県に寄付いただ

きました。

いただいた寄付金は、

朱鷺の保護や新潟の豊か

な環境づくりに役立てら

れています 。

県内42店舗

(清水ﾌｰﾄﾞｾﾝﾀｰ含)

北関東45店舗

東海66店舗

で開催！！

令和５年度
寄付額

約330万円

(累計 約3,700万円)



関越自動車道の谷川岳パーキングエリアで
にいがた「道」フォトコンテスト入賞作品を展示

関越自動車道の塩沢石打サービスエリアで
県の観光案内看板の張替を実施

東日本高速道路株式会社

新潟県の「道」をテーマとしたフォトコンテストの入賞作品を提示

いただき、普段何気なく使っている道路が果たす役割を、道路利用者

に改めて感じていただきました。

県が設置している観光案内看板の掲示内容を更新し、道路利用者

に対する新潟県の観光情報の発信にご協力いただきました。



県内ものづくり企業と県内外のスタートアップ
とのマッチングによる新たな事業創出を支援す
る県事業に支援機関として参加

株式会社第四北越銀行

本事業は、県内ものづくり企業が、スタートアップと出会い、話し

合うきっかけを作り、両者の連携・協業を足掛かりに、自社のコア技

術を活かして既存の事業領域や新領域で将来的な成長力の源泉を獲得

するためのチャレンジを後押しするものです。

(株)第四北越銀行、(公財)にいがた産業創造機構、新潟県工業技術

総合研究所が支援機関として、ネットワークを駆使し本事業に取り組

む県内ものづくり企業を発掘し、支援しました。

公民連携（PPP/PFI）をこれまで以上に推進し、効率的かつ効果

的な公共施設の整備・運営等を図るため、県と(株)第四北越銀行が

事務局となって、県、市町村、地域の民間企業や金融機関等が集ま

り、公民連携事業のノウハウや先進事例、参入に当たっての課題の

研究等を行う「にいがたPPP/PFI研究フォーラム」を設置しました。

公民連携推進の産学官金連携プラットフォーム
「にいがたPPP/PFI研究フォーラム」を設置

キックオフセミナー

には

県、30市町村

民間企業62社

203名が参加



県内の起業家育成や創業ニーズ掘り起こしに
向けた講座「たいこうWeb創業塾」を開催

関東８店舗にＵ・Ｉターン希望者の相談窓口を
設置し、移住に役立つ情報を提供

株式会社大光銀行

創業に関する基本知

識のほか、事業計画策

定やマーケティングと

いった実践的な内容を

学習する講座(計５回)

を開催いただき、県内

で起業を目指す方の第

一歩をサポートしてい

ただきました。

大光銀行の関東８店

舗（群馬・埼玉・東

京・神奈川）に「UIJ

ターン支援窓口」を設

置し、新潟県への移住

を考える方に対し、県

内市町村や県内企業等

の情報を提供いただき

ました。

令和５年度
受講者

37名



地元の建設業者をPRするラジオ番組「建ち上がれ！タウンクリエーター～まちクリ～」を放送

地域を支える地元の建設業をPRするラジオ番組を長岡地域振興局と協働で製作し、FMながおかで放送いただきました。

建設業や土木業に従事する若手技術者や工事現場の様子を取材し、「タウン クリエーター～Town Creator～」というブランドで紹介する

ことで、工事現場のイメージアップを図り、建設産業の担い手確保に向けてご協力いただきました。

長岡移動電話システム株式会社

令和５年度
放送回数

計40回
（うち再放送 19回）

※YouTubeチャンネル
「まちクリ」では
スライド動画を

公開中



県内のイオン全店舗において、館内放送などで
交通事故防止を呼びかけ

凶器を持った不審者を想定した防犯訓練を実施

イオンリテール株式会社北陸信越カンパニー

凶器を持った不審

者に対応するため、

刺股やカートを使用

して不審者を追い込

むとともに、買い物

客の避難誘導を行い、

警察官が臨場し制圧

するまでの流れを訓

練しました。

一連の訓練のほか、

警察官による刺股の

使用方法についての

訓練を実施しました。

交通事故防止に向けて、県内のイオン全店舗で館内放送による注意

喚起を行っていただきました。

また、県内のイオン４店舗で、各警察署がチラシや交通事故啓発品

の配布などを行い、来館者に交通安全を呼びかけました。



小出警察署と合同で「強盗対処訓練」を実施

ゆきぐに信用組合は（旧塩沢信用組合）は、小出警察署と小出郷支店にて実施した強盗対処訓練をオンラインで同信用組合の各支店に

つなぎ、訓練内容の共有を図りました。

強盗対処訓練では、警察官が強盗犯人役に扮し、警察に通報するまでの一連の対応を訓練し、強盗事件発生時における各職員の任務分

担や対応を確認するなど、防犯体制の強化にご協力いただきました。

ゆきぐに信用組合（旧 塩沢信用組合）



物販商品による新潟県の魅力発信 災害発生時への対応

日本郵便株式会社

また、県の各自治体のご理解・ご協力を得て製作いただいたカタ

ログには、県の特産品を多く掲載し、地域経済の活性化や販路拡大

を支援していただきました。

大規模災害時には、復旧支援を迅速

に行っていただいています。

令和６年１月の石川県能登地方を震

源とする地震被害により災害救助法の

適用を受けた地方公共団体へ、要請に

基づき支援物資を提供していただきま

した。

フレーム切手発行

15種類

※ 令和5年度発行分

県の名所や風物など、地域ならではの題材によりオリジナル

フレーム切手を企画・販売し、ＰＲしていただきました。

柏崎市 出雲崎町

支援物資は、

・災害用備蓄食
料セット

・保存用飲料水
・簡易トイレ
※ 令和5年度提供分



東北電力株式会社・東北電力ネットワーク株式会社

新潟火力発電所５号系列における水素混焼実証
を開始

東北電力グループが掲げる “カーボンニュートラルチャレンジ

2050” の取組の一環として、新潟市に立地する新潟火力発電所５号

系列 第５ｰ１号機（出力：5.45万ｋＷ）において、水素の混焼実証

を当初の予定（2024年度の実証開始）より前倒しで開始いただきま

した。実証期間は2025年３月までの予定です。

本内容は、新潟県が策定した「新潟県2050年カーボンゼロの実現

に向けた戦略」にも沿う内容となっています。

「自然エネルギーの島構想」策定への協力や、
構想推進に向けた取組を実施

離島における「エネルギー供給源の多様化」等を目的とし、東北

電力等と協力し、「自然エネルギーの島構想」を策定しました。

本構想の先導的プロジェクトとして、東北電力ネットワークでは

再生可能エネルギーや蓄電池、内燃力発電、エネルギーマネジメン

トシステム（EMS）などを組み合わせた最適な需給制御実現に向け

た取組を、また東北電力グループ企業の東北電力ソーラーｅチャー

ジでは第三者所有モデル（TPO）による住宅向け太陽光・蓄電池導

入拡大の取組を進めていただいています。



民間スタートアップ拠点SN@P(スナップ)において、24時間オンライン相談可能な「Zoom Rooms」

を提供

県が整備した民間スタートアップの中核拠点である「SN@P」のオンラインサロンにおいて、24時間利用可能なTV会議システム「Zoom 

Rooms」を提供いただき、起業を目指す方へのオンラインメンタリングや、新潟雇用労働相談センターの定期相談会、起業に関するオンライン

イベントなどの場として活用されています。

ＺＶＣ ＪＡＰＡＮ株式会社



防災教育教材「ブレーカー実験キット」の
商品化

国立大学法人長岡技術科学大学

実物の電気ブレーカーを用

いて災害時に発生する通電火

災のメカニズムを学び、災害

復旧時に安全に早く電気を使

えるための手法を学習できる

「ブレーカー実験キット」を、

新潟県の「防災産業クラス

ター形成事業」を活用して、

商品化しました。

新潟県のイベントや能登半

島地震の被災地で実際に活用

されました。

商品化されたブレーカー実験キット

能登半島地震の被災地における通電
火災防止の講演会の様子（七尾市）

新潟県・良品計画と共同実施した「いつもの
もしもキャラバン」での展示・実演状況

バイオ浄水装置ウォーターチェンジャー®を
活用した被災地支援

長岡技術科学大学と東京電力HD（株）で共同研究を進めているバ
イオ浄水装置「ウォーターチェンジャー®」が令和６年１月１日に発
生した能登半島地震の被災地支援に活用されました。

ウォーターチェンジャー®は新潟県の「防災産業クラスター形成事
業」でユニトライク（株）（新潟市）とマッチングし、令和４年度に
商品化（商品名：バイオランドリー、バイオシンク）されたものです。

断水が続き、手洗い用の水が不足していた富山県氷見市、石川県七
尾市、珠洲市、輪島市、志賀町北陸電力㈱志賀原子力発電所に、東京
電力ホールディングス㈱、㈱テプコシステムズの協力を得て設置され
ました。

石川県珠洲市、輪島市に設置された
バイオランドリー

北陸電力株式会社志賀原子力発電所に
設置されたバイオシンク



県内の事業主や労働者に向けて、育児休業制度に関するショート解説動画の配信を実施

県内事業主や労働者に向け、育児に参加しやすい職場環境づくりの促進と育児休業制度の周知及び理解を深めてもらうため、ショート解説動

画をご監修いただき、県公式YouTubeで配信しました。

新潟県社会保険労務士会



「小学生がもっとご飯を食べたくなるメニュー」
アンケートを踏まえたお弁当を考案し、県内スー
パーで販売

健康増進に向け、食生活改善や運動などに取り
組む「JAグループ新潟 健康チャレンジ」を開催

ＪＡグループ新潟

ごはん食を推進するため、

新潟県米消費拡大推進協議会

（JA・新潟県等で構成）が、

県内の小学５年生に「もっと

ご飯が食べたくなるニュー」

のアンケートを行いました。

アンケート結果を踏まえ、

管理栄養士からのアドバイス

をふまえ、県内スーパーにお

弁当を提案し、期間限定で販

売しました。

延べ

2,523人

が参加！！

販売数 計

約118,000個

（令和５年４月～令和６年3月）

JAグループ新潟の組合

員及び地域住民等を対象

に、「朝食をしっかり食

べる」、「自分に合った

運動を続ける」などの健

康増進に向けた目標を自

ら設定し、30日間チャレ

ンジするイベントを開催

いただきました。



能登半島地震で被害を受けた新潟市西区の
被災者と災害ボランティアに物資を支援

高齢運転者と家族向けの交通安全講演会を
県と連携して開催

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

能登半島地震で大き

な被害を受けた新潟市

西区で、被災した方、

復旧支援に当たった災

害ボランティアの皆さ

んへの支援として、西

区災害ボランティアセ

ンターに対して物資の

寄贈をいただきました。

令和４年度に引き続き

高齢運転者とご家族を対

象とした交通安全講演会

を連携して開催。講師の

手配や、当日のサポート

等の御協力をいただきま

した。

ペットボトル

30ケース
を寄贈

◀交通安全危険予測シミュレータ
による体験学習

「役に立つ内容だった」
と回答いただいた参加者

98％

妙高市、魚沼市の
２会場で開催

◀担当者が直接持参され、現地
での激励もいただきました



上越市の新たなふるさと納税返礼品を開発

楽天グループ株式会社＆株式会社第四北越フィナンシャルグループ

令和５年10月、楽天

グループの役職員とその

家族15名が、上越市ふ

るさと体験ツアー（①稲

刈り、②はさかけ、③ス

マート農業視察、④葡萄

園見学）に参加し、地域

経済活性化に向けた協議

を行いました。

これを契機に、上越市

と楽天グループが、新た

なふるさと納税の返礼品

を開発。令和６年３月１

日、寄附受付を開始しま

した。 令和６年３月11日、花角知事が、国内外の楽天

グループの社員約３万人が参加する社員朝会にビ

デオ登場。

佐渡島の金山、銀座・新潟館 THE NIIGATA、

トキエアなど、交流人口の拡大や県産品の販路拡

大に向けたプロジェクトを紹介し、協定に基づく

さらなる連携強化への期待を伝えました。

花角知事が楽天グループ社員朝会にビデオ登場



「NISSAYペンギンプロジェクト」を通じ、

新潟県内の保育園・幼稚園で働く方々への応援メッセージを募集

新潟県内の保育園・幼稚園等で働く方々への

感謝や応援のメッセージを、WEBアンケートで

募集いただきました。

集まったメッセージはメッセージボードにま

とめて、保育園・幼稚園等で働く方々を贈呈式

にご招待し、各施設へお届けいただきました。

日本生命保険相互会社

1,294件
のメッセージが
集まりました！



三井住友海上火災保険 株式会社

全国下位となっている本県のBCP策定率を向上し、災害等
に強い産業環境を整備するため、県内企業に対してBCP策定
の必要性や有用性を啓発する研修を開催していただきました。

※ 開催会場：新潟（９月）長岡（10月）上越（11月）

BCP策定率向上のための県内企業向け研修を実施 物流2024年問題セミナーを実施

様々なルール変更が行われる「2024年４月」を見据え、
経験豊富な運送業専門のコンサルタントを講師に招き、
セミナーを実施していただきました。

時間 内容

13:00～13:05 オリエンテーション

13:05～13:35 1.講義「BCP概要」

13:35～16:40 2.BCP策定演習

13:35～13:50 ワーク①事業継続力強化の目的を考える

13:50～14:10 ワーク②リスクの確認・認識

14:10～14:30 ワーク③自然災害等が自社に与える影響を考える

14:40～15:00 ワーク④重要業務を選定する

15:00～15:20 ワーク⑤初動対応について考える

15:20～15:40 ワーク⑥経営資源を洗い出す

15:40～16:00 ワーク⑦事業継続対応について考える

16:05～16:25 ワーク⑧事前対策について考える

16:25～16:40 ワーク⑨平時の推進体制について考える

16:40～16:55 3.講義「事業継続力強化計画について」

16:55～17:00 事務連絡

令和５年度
受講者

31名



起業家や企業がビジネスプランを競うピッチ
イベント「NVAピッチ」に協力

ＫＤＤＩ株式会社

新しい技術やビジネスアイディアを持つスタートアップと長年

地域を支えてきた県内の中核企業の事業共創の場を作り、地域に

イノベーションを創出するプログラムを開始しました。

県内企業に対し、スタートアップが自社アイデアのプレゼン

テーションを行う場などを定期的に提供し、事業共創のきっかけ

づくりを進めています。

新潟ベンチャー協会（NVA）による、起業家や企業の方を対象に

ビジネスプランを募集し、優秀者を決定するピッチイベントへの協

賛や、KDDI賞の設置により、登壇したスタートアップ企業を支援

いただきました。

KDDIと県の共同による事業共創プログラム
「InnoLabo（イノラボ）NIIGATA」を開始



事業所への営業活動を通じて、「にいがた健康
経営推進企業登録制度」の登録を呼びかけ

学生や新入社員を対象に、ゲームを通じて
金融リテラシーを学ぶ講座を無償で実施

第一生命保険株式会社

営業先の県内事業所

に対し、県が推進する

「にいがた健康経営推

進企業」※の制度周知

や登録の働きかけを行

い、従業員の健康づく

りに向けた取組促進を

サポートしていただき

ました。

すごろく形式で人生

を疑似体験しながら学

ぶ教材「ライフサイク

ルゲームⅢ」を使用し

た講座を、県内の学校

や民間企業等で実施し、

金融リテラシーの向上

にご協力いただきまし

た。

R5年度
第一生命の紹介
による新規登録

157事業所

※ 従業員等の健康づくりに積極的に取り組む企業等を

「にいがた健康経営推進企業」として登録し、その取

組を支援することにより、働く世代の健康づくりの促

進を図る制度

R5年度
講座受講者数

642名



○ 宿泊状況下における業務遂行実証実験 ○ 物資輸送体制の実証実験

東急 株式会社

東急グループにおいて、「防災産業クラスター形成事業」と連携して県内企業の防災関連商品を活用し、発災から７２時間の待機期間や各種

ライフラインが停止する中での業務遂行実証実験や、首都圏での被災を想定した新潟県の防災関連商品を首都圏に輸送する体制確立に向けた実

証実験を実施しました。

県内企業の防災関連商品を活用した災害対応実証実験の実施



デジタル技術を活用した社会課題解決、ビジネス
活性化に向けた「デジタル社会実現ツアー」開催

アマゾン ウェブ サービス ジャパン合同会社

「地域創生を”さらに”一歩進めるには？」をテーマに、デジタル

技術を活用して地域創生や社会課題解決に取り組むスタートアップ

や先進的な企業を招き、その取組や経験・知見を共有するイベント

「デジタル社会実現ツアー」を新潟県でも開催していただきました。

インキュベーション施設NINNOで開講しているイノベーション

人材育成講座NINNO ACCADEMIAにおいて、デジタル人材を育成

するためのプログラム「Developing on AWS」を提供いただきま

した。

県内のデジタル人材を育成するための
プログラムを提供

県内の企業、

スタートアップ、

行政関係者等

約80名が
参加



防犯意識の向上を目的に
出前授業「ALSOKあんしん教室」を開催

空路「新潟-福岡線」の利用促進に向けて
福岡県との交流を推進

新潟綜合警備保障株式会社

県内の小学校6校にお

いて、登下校中に危険

に遭わないための心構

えや、留守番中の危険

な電話への対応など、

防犯意識の向上を目的

に「ALSOKあんしん教

室」を30回以上開催し

ていただきました。

新潟綜合警備保障は長年にわたり福岡県との交流を進めてきました。

平成26年１月から毎年、福岡県柳川市の伝統工芸である雛飾り

「さげもん」の新潟市内での設置など、柳川市からの訪問団の来県を

サポートしていただいています。令和６年１月の訪問時には、柳川市

より新潟県へ能登半島地震支援金をご寄付いただきました。

令和5年度
受講児童数

1,047人 日本三大吊るし雛「さげもん」（新潟空港） 左：福岡県柳川市 中村智弘 副市長


